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１ 監査の対象  

  経営政策部に係る財務に関する事務の執行状態並びに事業の管理状態について

監査を実施。 

 

 

２ 監査基準日・監査の範囲  

  平成２１年９月３０日現在の財務及び事務に関すること 

 

 

３ 監査の実施日 

経営政策部 経営企画課  平成２１年１０月３０日 午前９時から 

〃   財 政 課  平成２１年１０月３０日 午前１１時から 

〃   情報政策課  平成２１年１０月３０日 午後１時３０分から 

    

 
４ 監査の方法 

監査の対象となった一般会計の下記項目について、経営政策部から提出された資

料に基づき説明聴取を行うとともに、関係帳簿、証憑書類の突合及び計算突合等に

より関係諸記録を相互に付き合わせ、その記録又は計算の正否を確かめた。 

 １「平成２０年度定期監査指摘要望事項措置状況報告書」 

２「職員の事務分掌表」 

３「主要事務事業の概要」 

４-①「懸案事項及び業務に関する問題点」 

４-②「指定事項調書」 

 【経営企画課】 

① 市営バス運行の内容精査・再編検討の状況 

② ホームページの利用状況 

【財政課】 

① 地方財政状況調査の状況（２１年度決算見通し） 

② 健全化比率の算定状況 

③ 行政改革の実施状況 

【情報政策課】 

① セキュリティ対策の状況について 

５-①「委託契約（一般委託）（予定）調書」 

６「負担金補助及び交付金支出（予定）状況調書」 

７「工事請負実施関連（予定）調書」 

９「歳入状況調書」 

10「歳出状況調書」 

13「賃貸借に関する調書」 

16「郵便切手受払状況」 

 

 

５ 監査の着眼点 

  監査にあたり次の点に着眼し監査を行った。 
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・ 事務事業が法、条例規則等に則り適正に行われているか。 

・ 住民サービス向上の観点から、現行の事務事業が適正なものか否か。 

・ 歳入歳出予算の執行が適切に行われているか。 

・ 契約事務の手続は適切か。 
 

 

６ 監査の結果 

 （１）予算・財務に関する事務 

    平成２１年９月３０日現在における経営政策部から提出された一般会計歳

入歳出状況調書の金額は、監査の結果関係帳簿等の記載金額と一致し適正に執

行されていた。郵便切手については、経営企画課のみが所有しているが、保管

枚数と受払簿に間違いはなく、適正に管理されていた。支出伝票関係について

は、検査の結果適正に処理されていた。 

 

 （２）事務・事業の執行状況 

    経営政策部に係る主な事務事業の執行については、良好であると認められる。 

    なお、監査において気がついた点を後述するので、今後適切な措置を講じら

れたい。 

 

 

７ 指摘・要望事項 

①笛吹グッズについては、広く笛吹市のＰＲに役立つと思われ

るので、いろいろなＰＲ方法を検討し無駄なく有効に活用す

るように努めること。 
②八千蔵地域対策事業にについては、4 市で協議をしていくこと

になる予定だが、費用負担、規模、共通施設等課題が沢山あ

るが、慎重に 4 市で協議をして、近隣住民が安心して暮らせ

る施設になるように、今後も事業を進めること。 

経営企画課 事務

事業 

③合併前の旧町村誌と記念誌が相当量余っているので、その活

用方法については、関係部局と協議・検討をして、早急に対

処すること。 

①行政評価事務・施策の評価が来年度の事業に大きく影響して

くるので、本年度の成果の評価については、十分協議を重ね、

次期計画がスムーズに施行できるようにすること。 
財政課 事務

事業 ②財政健全化比率については、国等の施策により、いろいろな

変化はあると思うが、将来像を見越しながら、慎重に予算の

執行をすること。 
①ブロードバンドについては、市民にとっても利用価値がある

ので、今後も国等の補助金が使えるか情報収集に努め、よく

検討をすること。 
②電子申請共同受付システムについては、まだまだ開発途中だ

が、幅広くメニューを増やし、市民が利用しやすいように自

治体システムの共同化についての取組み組を行うこと。 
情報政策課 事務

事業 

③情報セキュリティポリシーに基づき、セキュリティ対策につ

いては特に注意をして、職員研修（特に新任職員）を随時行

い、職員の意識の向上を図ること。 
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８ 前年度定期監査指摘要望事項に対する対応措置について 

  平成 20 年度定期監査において指摘された事項については、以下のとおりその対

応措置が示された。 

 
【経営企画課】 
《指摘要望事項①》 

  市営バスの運行については、費用対効果を見極め、最も効率的な運行方法により実施するこ

と。 

《対応措置の内容》 

  平成 20 年 1 月から平成 21 年 3月までの 15 ヶ月間、市内における公共交通空白地域において

コミュニティバスの利用需要を把握するため、市営バス実証運行を行った。 

  一定の利用者はあったが、運行を維持していくだけの利用増加は見込めず、また、経費的に

も本格運行への移行は困難と判断し運行を休止した。 

  今後の対応としては、実証で得たデータの詳細な分析を行うとともに、路線沿線において追

跡調査を行い、既存路線や民間バス路線とあわせた中でデマンド交通システムなど地域の実態

にあった方式などを検討する中で連携計画を策定し、公共交通網の再編・整備を行っていく。 

《指摘要望事項②》 

  ふるさと納税制度については、外部への積極的なＰＲを図り、成果が得られるよう推進され

たい。 

《対応措置の内容》 

  ふるさと納税制度についてのＰＲは、京浜一宮会(8 月 150 名参加)、東京御坂会(10 月 40 名

参加)が笛吹市に訪れた時や総会時に出向いた時などにおいて、パンフレットを配布しお願いを

している。 

  今後二つの会と協議の上、会員の名簿を提供していただき、ＤＭ（ダイレクトメール）を出

せるようにお願いしていきたい。 

  また、県においても山梨県人会連合会の折などにおいて各市町村パンフレットの配布を行う

とともに、新たに県での一括申出書の受付(県人会連合会員への送付)を 10 月から実施している。 

  笛吹市独自での笛吹市出身者へのＤＭについては、名簿の入手が難しい状況であり、今後の

課題となっている。 

  笛吹市のホームページでのＰＲも行っている。 

 

【財政課】 

《指摘要望事項①》 

  入湯税の使途(振り分け)については、観光振興事業や基金などの積み立てだけでなく、道路

や消防施設等への振り分けをするなど、多くの市民や温泉利用者に、その効果が分かる使途(振

り分け)を検討願いたい。 

《対応措置の内容》 

  現状は、主に観光振興事業(観光イベント、観光宣伝、観光協会補助)や観光施設(観光施設整

備基金積立)に充当している。入湯税は、法律の性格上道路整備への充当については認められて

いないので、今後も観光振興事業を中心に充当していきたいと考えている。また、将来的に観

光施設整備のための基金積み立てについても継続していきたいと考えている。 

《指摘要望事項②》 

  財政分析等の公表については、市民の意見を聞きながら市民に分かりやすいように広報の内

容を検討すること。 

《対応措置の内容》 

  財政の性格上市民の声を聞きながらの広報作成は、現状では難しい状況。しかしながら財政

情報の公表は、分かりやすくなければならない。今回作成した広報「平成 20 年度決算特集号」

広報担当及び財政担当が充分検討して「少しでも分かりやすく」に心がけ作成した。今後は、

市民からの意見をもらえるシステムを検討し、早期に実施したいと考えている。 
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《指摘要望事項③》 

  事務決裁規程の専決区分における扶助費等の取り扱いが不明確であり、取り扱いが統一され

ていない状況であるので、早急に検討し統一できるよう周知すること。 

《対応措置の内容》 

  平成 20 年度までは、法令による扶助費については、市の裁量が及ばないものと判断し、担当

課長専決として運用してきた。しかし、あまりにも高額な支出負担行為であるため、決裁区分

にかかる指摘を受けた。平成 21 年度より扶助費については、他の節と同様支出負担行為金額に

応じた決裁区分に変更した。 

《指摘要望事項④》 

  事務事業評価は、評価の結果が迅速に施策に反映されるよう運用されたい。 

《対応措置の内容》 

  平成 21 年度は、総合計画に定めた全 28 施策ごとにマネジメント会議を開催して施策の現状

及び成果実績を評価し、平成 22 年度の施策方針を検討した。事務事業評価結果は、各施策の施

策方針を検討する資料の一つとなっている。施策マネジメント会議で検討した施策方針をもと

に、10 月以降に行う経営会議において、平成 22 年度の経営方針を協議していくことになる。 

  平成 22 年度は、事務事業評価の精度を高めるとともに、施策評価の定着を図っていく。平成

23 年度以降には、限られた経営資源(ヒト、モノ、カネ)の範囲で総合計画を実現する仕組みを

構築していく。 

                                 

【情報政策課】 

《指摘要望事項①》 

  各種システムの経費削減のため、システムの広域化、共同化について研究を進められたい。 

《対応措置の内容》 

  経費削減のため、Web アクセス制御ソフトウェアのライセンスの更新について、教育委員会

と共同で調達を行った。それにより、ライセンスの総数を増やし、1 ライセンス当たりの価格

を下げ、教育機関を対象としたアカデミックライセンスの適用対象として価格を抑えた。 

  また、電子自治体の構築に向け、各種システムの共同開発、共同運用等の調査研究を行うた

め、山梨県及び県内全市町村の職員で組織された「電子自治体の推進に関する研究会」に設置

したワーキンググループにおいて、各種自治体システムの共同化について調査研究を行ってい

る。 

《指摘要望事項②》 

  随意契約による委託業務については、委託内容の精査等を行い、委託経費の節減について努

められたい。 

《対応措置の内容》 

  委託内容については十分精査し、担当課や情報政策課で対応可能なものは適切に処理し、不

可能なものだけを必要最低限の内容で委託し経費節減に努めている。 

 

９ 指定事項の回答について 

  本監査において、監査委員が指定した事項（指定事項調書）については、その現

状及び今後の方針が以下のとおり回答された。 
 

【経営企画課】 

《指定事項①》 

市営バス運行の内容精査･再編検討の状況 

《現状及び今後の方針》 

 （現状） 

平成 20年 1月から平成21年 3月までの 15ヶ月間市内における公共交通空白地域においてコ

ミュニティバスの利用需要を把握するため、市営バス実証運行を実施した。 

一定の利用者はあったが、運行を維持していくだけの利用増加は見込めず、また、経費的に

も本格運行への移行は困難と判断し運行を休止した。 

しかし、今後高齢化の一層の進行などにより公共交通は貴重な移動手段として、生活に不可

欠な存在であると考える。 
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そのため、実証運行の実績データの詳細な分析を行うとともに、路線沿線において追跡調査

を実施し公共交通に対するニーズの分析を行う。 

 （平成 21 年度の取り組み） 

①笛吹市地域公共交通会議の法定協議会への移行(国庫補助事業実施のための法定協議会設

置) 

②地域公共交通活性化、再生総合事業の実施(補助事業申請･決定) 

③地域公共交通総合連携計画の策定(H21 年度補助事業) 

〈内容〉ア、市営バス追跡調査(沿線アンケート調査実施中) 

    イ、現況交通実態調査(既存路線利用者調査:調査員による聞き取り調査予定) 

  ④既存市営バス(一宮循環バス･境川巡回バス)のルート等の検討 

    〈内容〉ア、一宮循環バスの石和温泉駅への路線延伸(平成 21 年 12 月から試験運行) 

        イ、境川巡回バスの境川農産物直売所への路線延長（平成 21 年 10 月から運行） 

 （今後の方針） 

  連携計画策定においては、調査結果を踏まえ地域や民間バス業者と連携し、既存路線や民間

バス路線の運行とあわせた中で、デマンド交通システムなど地域の実態に即した新たな方式も

視野に入れ公共交通網再編・整備を行っていく。 

《指定事項②》 

  ホームページの利用状況 

《現状及び今後の方針》 

 （現状） 

  本市のホームページは、情報量が増え利用者が欲しい情報を見つけにくくなってきたことか 

 ら、ユーザビリティ(見つけやすさ･使いやすさ)を向上させるために平成 20 年度に改修し、現 

 在は「市政」・「暮らし」・「観光」・「事業者」・「防災･災害」・「English」の 6 項目の構成で 

 ある。さらに、平成 20 年 10 月から動画のページを開設し、構成は「議会」と「行政情報」 

 の 2 項目である。 

平成 21 年度からは「市政」・「暮らし」・「観光」・「事業者」のページでバナー広告枠を設 

け、「市政」・「暮らし」には各 1 社、「観光」に 2 社バナー広告を掲載している。 

  本市のホームページの 1ヵ月当たりの平均アクセス数(ページビュー)は、平成 17 年度約 

 827 千件、平成 18 年度 約 736 千件、平成 19 年度 約 871 千件、平成 20 年度 約 993 千 

 件、平成 21 年度 約 1,612 千件と増加傾向にあり、合併後の平成 17 年度と比較すると平 

 均アクセス数は 2 倍になっている。増加の要因として、入札情報の定期的な掲載･春の開花 

 情報の掲載が挙げられ、特に桃の花が咲く3月から4月にアクセスが集中する時期である。 

  なお、平成 21 年度 9月末のアクセス数は、9,673 千件である。 

  日経 PB 社が行った平成 21 年度のｅ都市ランキングで、1 ヵ月に自治体の人口と同程度

のアクセス数が平均的な姿であるとの結果から、本市ホームページのアクセス数は、人口

規模からみるとアクセス数が多い自治体といえる。しかし、平成 20 年度に市が行ったまち

づくり基礎調査で、ホームページを利用している市民の割合は 19％であることから、市民

以外の利用が大多数であると判断できる。 

 （今後の方針） 

  情報の提供量に応じてアクセス数が増加すると推察できることから、市が保有する情報

をより一層公表していくとともに、取材した情報などの速やかな公開の実施。特に、市民

向けの情報を掲載している「暮らし」の内容を各部局から情報を得て充実し、市民の利用

促進を図る。 

 

【財政課】 

《指定事項①》 

地方財政状況調査の状況(平成 21 年度決算見通し) 

《現状及び今後の方針》 

  実質収支比率:5.2％(H20:4.2％） 

標準財政規模 19,184,555 千円に対し純繰越金 1,000,000 千円を見込んだ。 

経常収支比率:85.2％(H20:85.3％) 
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 経常経費は若干増加するものの、税を除く経常一般財源が約 400,000 千円程度増加すると

見込まれるので若干低下する見込み。 

公債費負担比率:15.7％(H20:15.7％) 

 公債費充当一般財源 3,386,000 千円に対し一般財源総額を 21,600,000 千円と見込んだ。 

起債制限比率:8.3％(H20:8.2％) 

 標準財政規模は増加するものの公債費も年々増加しているので上昇すると見込んだ。 

《指定事項②》 

健全化比率の算定状況 

《現状及び今後の方針》 

実質赤字比率:-％(H20:-％) 

 一般会計の実質収支が赤字にならないことを想定した。 

連結実質赤字比率:-％(H20:-％) 

 特別会計、企業会計を含めた実質収支が赤字にならないことを想定した。 

実質公債費比率:14.5％(H20:13.5％) 

 標準財政規模は増加するものの公債費も年々増加しているので上昇すると見込んだ。 

将来負担比率:115.1％(H20:111.4％) 

 地方債現在高の増、充当可能基金減により、上昇すると見込んだ。 

《指定事項③》 

  行政改革の実施状況 

《現状及び今後の方針》 

 （現状） 

  第 1 次行財政改革の計画期間(H17～H21 年度)のうち、H17 年度から H20 年度の 4 年間の取り

組みについて検証している。まず、第 1 次行財政改革大綱実施計画の進捗状況については、計

画に定めた 64 項目の改革のうち 26 項目について終了した。また、進捗率が 80％以上の改革は

45 項目となっている。次に、集中改革プラン 2005 の達成状況について、定員適正化に伴う経

費削減額(公共施設運営見直しに伴う経費削減分を含む)は計画の15.9億円に対して17.1億円、

公共施設運営の見直しに伴う経費削減額は計画の 0.1 億円に対して 0.9 億円となっており、共

に目標を上回る効果が得られた。一方、納税率向上に伴う市税増収額については目標の 8.5 億

円を達成することができなかった。 

（今後の方針） 

  本年度は、第 1 次行財政改革の最終年度となる。引き続き第 1 次改革に取り組むとともに、

これまでの成果を検証し、現在策定中の第 2次行財政改革大綱(計画期間 H21～H25 年度)に反映

させていく。 

 

【情報政策課】 

《指定事項①》 

セキュリティ対策の状況について 

《現状及び今後の方針》 

 人・物・技術の 3要素で以下の事を行っています。 

 ・職員のセキュリティ対策研修 

 ・パソコンワイヤーの設置 

 ・職員の誰がいつ何をしたかのチェック 

 ・ネットワークが入るのを拒絶するソフト 

 ・ＵＳＢ等の情報の出入の制限 

 ・ウイルスへの対応 


